三鷹市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例　（抜粋）
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三鷹市廃棄物の処理および清掃に関する条例（昭和47年三鷹市条例第32号）の全部を改正する。
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附則
　　　第１章　総則

（目的）

第１条　この条例は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進するとともに、廃棄物を適正に処理し、あわせて生活環境を清潔にすることによって、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、地球環境の保全を基調とした資源循環型社会を構築するまちづくりを行い、もって市民の健康で快適な生活を確保することを目的とする。

　　　一部改正〔平成12年条例17号〕

（定義）

第２条　この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）の例による。

２　この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　(１)　家庭系廃棄物　一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物をいう。

　(２)　事業系廃棄物　事業活動に伴って生じた廃棄物をいう。

　(３)　事業系一般廃棄物　事業系廃棄物のうち、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。

　(４)　再利用　活用しなければ不要となる物又は廃棄物を再び使用すること又は資源として利用することをいう。

　(５)　資源物　市長が行う廃棄物の収集において、再利用を目的として分別して収集する物をいう。

　　　一部改正〔平成20年条例40号〕
　　　第２章　市長の基本的責務等

（市長の基本的責務）

第３条　市長は、あらゆる施策を通じて、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進する等により廃棄物の減量を推進するとともに、廃棄物の適正な処理を図らなければならない。

２　市長は、廃棄物の処理及び再利用の促進に関する事業の実施に当たっては、施設の整備及び作業方法の改善を図る等その能率的な運営に努めなければならない。

３　市長は、再利用等による廃棄物の減量及び廃棄物の適正な処理に関する市民の自主的な活動を支援するよう努めなければならない。

４　市長は、第１項の責務を果たすため、廃棄物の減量及び適正な処理に関する市民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。

（指導又は助言）

第４条　市長は、再利用の促進等による廃棄物の減量及び廃棄物の適正な処理に関し、必要と認めるときは、市民及び事業者に対し、指導又は助言を行うことができる。

　　　第３章　事業者の基本的責務
第５条　事業者は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進する等により、廃棄物を減量しなければならない。

２　事業者は、物の製造、加工、流通、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物になった場合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければならない。

３　事業者は、物の製造、加工、流通、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物になった場合は、その回収に努めなければならない。

４　事業者は、その事業系廃棄物を単独に又は他の事業者と共同して、自らの責任において適正にこれを処理しなければならない。

５　事業者は、廃棄物の減量及び適正な処理の確保等に関し、市の施策に協力しなければならない。

　　　第４章　市民の基本的責務

第６条　市民は、家庭系廃棄物の発生を抑制し、再生品の使用、不用品の活用等により再利用を図り、その生じた家庭系廃棄物をなるべく自ら処理すること等により、家庭系廃棄物の減量に努めなければならない。

２　市民は、廃棄物の減量及び適正な処理に関し、市の施策に協力しなければならない。

　　　一部改正〔平成20年条例40号〕

　　　第５章　廃棄物の減量及び再利用等

（市長の減量義務）

第７条　市長は、資源物の分別収集、廃棄物の処理施設での資源の回収等を行うとともに、物品の調達に当たっては、再生品を使用する等により、自ら再利用等による廃棄物の減量に努めなければならない。

（再利用に関する計画）

第８条　市長は、再利用等による廃棄物の減量を促進するため、再利用に関する計画を定めるものとする。

（事業者の減量義務）

第９条　事業者は、物の製造、加工、流通、販売等に際して、長期的に使用可能な製品の開発、製品の修理体制の確保等廃棄物の発生の抑制に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２　事業者は、再利用の可能な物の分別の徹底を図る等再利用を促進するために必要な措置を講ずる等により、その事業系廃棄物を減量しなければならない。

３　事業者は、物の製造、加工、流通、販売等に際して、再生資源（資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）第２条第４項に規定する再生資源をいう。）及び再生品を利用するよう努めなければならない。

　　　一部改正〔平成14年条例16号〕

（事業用大規模建築物の所有者等の義務）

第10条　事業用の大規模建築物で規則で定めるもの（以下「事業用大規模建築物」という。）の所有者は、市長の指導に従い、再利用を促進する等により、当該建築物から排出される事業系廃棄物を減量しなければならない。

２　事業用大規模建築物の所有者は、当該建築物から排出される事業系廃棄物の減量及び適正な処理に関する業務を担当させるため、規則で定めるところにより、廃棄物管理責任者を選任し、その旨を市長に届け出なければならない。

３　事業用大規模建築物の所有者は、規則で定めるところにより、廃棄物の減量及び再利用に関する計画を作成し、当該計画書を市長に提出しなければならない。

４　事業用大規模建築物の所有者は、当該建築物又は敷地内に、規則で定める基準に従い、再利用の対象となる物の保管場所を設置するよう努めなければならない。

５　事業用大規模建築物の占有者は、当該建築物から生ずる事業系廃棄物の減量に関し、当該建築物の所有者に協力しなければならない。

６　事業用大規模建築物を建設しようとする者（以下「事業用大規模建築物の建設者」という。）は、当該建築物又は敷地内に、規則で定める基準に従い、再利用の対象となる物の保管場所を設置しなければならない。この場合において、事業用大規模建築物の建設者は、当該保管場所について、規則で定めるところにより、あらかじめ市長に届け出なければならない。

（改善勧告等）

第11条　市長は、事業用大規模建築物の所有者が前条第１項から第３項までのいずれかの規定に違反していると認めるとき、又は事業用大規模建築物の建設者が同条第６項の規定に違反していると認めるときは、当該事業用大規模建築物の所有者又は当該事業用大規模建築物の建設者に対し、期限を定めて、必要な改善その他必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。

（公表）

第12条　市長は、前条に規定する勧告を受けた事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者が、その勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。

２　市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当該公表をされるべき者にその理由を通知し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。

　　　一部改正〔平成９年条例４号〕

（受入拒否）

第13条　市長は、事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者が前条第１項の規定による公表をされた後において、なお、第11条に規定する勧告に係る措置をとらなかったときは、当該建築物から排出される事業系廃棄物の市長の指定する処理施設への受入れを拒否することができる。

（市民の自主的行動）

第14条　市民は、資源物の分別を行うとともに、集団回収等の再利用を促進するための市民の自主的な活動に参加し、協力する等により、廃棄物の減量及び資源の有効利用に努めなければならない。

（商品の選択等）

第15条　市民は、商品を選択するに際しては、当該商品の内容及び包装、容器等の材質等を自ら判断し、廃棄物の減量及び環境の保全に配慮した商品を選択するよう努めなければならない。

２　市民は、商品の購入に伴い、不要となる物品がある場合には、事業者に対して下取り等を求めるよう努めなければならない。
　　

　　　　　以下省略　

  三鷹市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例施行規則　(抜粋)
	
	
	平成５年６月23日規則第16号

	改正
	平成６年７月19日規則第30号
	平成９年６月27日規則第22号

	　
	平成10年３月20日規則第７号
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三鷹市廃棄物の処理および清掃に関する条例施行規則（昭和47年三鷹市規則第25号）の全部を改正する。

（趣旨）

第1条　この規則は、三鷹市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例（平成５年三鷹市条例第８号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この規則における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）、浄化槽法（昭和58年法律第43号）及び条例の例による。

（再利用に関する計画）

第３条　条例第８条に規定する再利用に関する計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。

　(１)　再利用の基本方針に関する事項
　(２)　再利用促進のための方策に関する事項

　(３)　資源物の発生量及び再利用量の見込みに関する事項

　(４)　再利用のための施設整備に関する事項

　(５)　再利用促進のための教育に関する事項

　(６)　その他再利用に関し必要な事項

（事業用大規模建築物）

第４条　条例第10条第１項に規定する規則で定める事業用の大規模建築物（以下「事業用大規模建築物」という。）は、事業用途に供する延べ床面積が3,000平方メートル以上の建築物又は同一事業所からの事業系廃棄物の排出量が年間50トンを超えるものとする。

（廃棄物管理責任者）

第５条　事業用大規模建築物の所有者は、条例第10条第２項の規定により、当該建築物から排出される事業系廃棄物を管理することのできる者のうちから廃棄物管理責任者を１人選任し、選任の日から30日以内に廃棄物管理責任者選任（解任）届（様式第１号）により市長に届け出なければならない。

２　事業用大規模建築物の所有者は、前項の届出に変更があったときは、その事実が生じた日から30日以内に廃棄物管理責任者選任（解任）届により市長に届け出なければならない。

（事業用大規模建築物における廃棄物の減量及び再利用計画）

第６条　事業用大規模建築物の所有者は、条例第10条第３項の規定により、事業用大規模建築物における廃棄物の減量及び再利用計画書（様式第２号）を毎年４月１日現在で作成し、５月末日までに市長に提出しなければならない。

　　　一部改正〔平成12年規則21号〕

（再利用対象物の保管場所の設置基準等）

第７条　条例第10条第４項及び第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。

　(１)　廃棄物の保管場所を明確に区分し、再利用の対象となる物（以下「再利用対象物」

　　という。）に廃棄物が混入しないようにすること。

　(２)　再利用対象物を十分かつ適切に収納できるものであること。

　(３)　再利用対象物を品目別に分別して保管できるものであること。

　(４)　搬入、搬出等の作業が容易にできるものであること。

　(５)　保管場所には、再利用対象物の種類その他注意事項を表示すること。

２　事業用大規模建築物を建設しようとする者は、条例第10条第６項の規定により、再利用対象物の保管場所の設置について、建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の規定による当該建築物の確認の申請の前までに再利用対象物保管場所設置届（様式第３号）を市長に届け出なければならない。

（適正処理困難物の指定等）

第８条　市長は、条例第18条第１項の規定により適正処理困難物を指定する場合は、あらかじめ他の地方公共団体等と協議するものとする。

２　市長は、適正処理困難物を指定した場合は、これを市民に明らかにするとともに、適正処理困難物の製造、加工、流通、販売等を行う事業者に通知するものとする。

（家庭系廃棄物の運搬許可）

第９条　条例第19条第２項に規定する家庭系廃棄物を市長が指定する処理施設へ運搬しようとする者は、廃棄物運搬許可申請書（様式第４号）を市長に提出し、その許可を受けなければならない。

　　　一部改正〔平成15年規則９号・21年９号〕

（家庭系廃棄物の受入基準）

第10条　条例第19条第２項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。

　(１)　一般廃棄物処理計画に適合したものであること。

　(２)　一般廃棄物の処理施設に支障をきたさないものであること。

　(３)　再利用の対象となる物の混入がないものであること。

　　　一部改正〔平成21年規則９号〕

（多量の家庭系廃棄物又は粗大ごみの処理の申込み）

第11条　多量の家庭系廃棄物又は粗大ごみの処理を受けようとする者は、家庭系廃棄物処理申込書（様式第５号）の提出その他市長が定める方法により市長に申し込まなければならない。

２　市長への申込みが必要な多量の家庭系廃棄物は、次のとおりとする。

　(１)　１日の平均排出量が10キログラム以上のもの

　(２)　１回の排出量が100キログラム以上又は１立方メートル以上のもの

３　市長への申込みが必要な粗大ごみは、別表第１に定めるもののほか、通常の収集に支障をきたす重量、容積のある物で市長が指示するものとする。

　　　一部改正〔平成20年規則37号・21年９号〕

（し尿の処理の申込み）

第12条　し尿の処理を受けようとする者は、し尿処理申込書（様式第６号）により市長に申し込まなければならない。

（一般廃棄物の収集、運搬及び処分の基準）

第13条　条例第22条第３項に規定する規則で定める基準は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）第３条の規定による。

（事業者に処理を命ずることのできる事業系一般廃棄物の量）

第14条　条例第28条第１項の規定により市長がその処理を命ずることのできる事業系一般廃棄物の量は、次のとおりとする。

　(１)　１日の平均排出量　10キログラム以上

　(２)　１回の排出量　100キログラム以上又は１立方メートル以上

　　　一部改正〔平成12年規則21号〕

　（準用）

第15条　第９条及び第10条の規定は、条例第29条第１項に規定する事業系一般廃棄物の市長の指定する処理施設への運搬及び受入基準について準用する。

（大規模建築物の廃棄物の保管場所等の設置）

第16条　条例第31条第１項に規定する規則で定める大規模建築物は、延べ床面積が1,000平方メートル以上のもの又は居住用のものであって計画戸数が15戸以上のものとする。

２　大規模建築物を建設しようとする者は、条例第31条第１項の規定により、廃棄物の保管場所及び保管設備（以下「保管場所等」という。）の設置について、建築基準法第６条第１項の規定による当該建築物の確認の申請の前までに廃棄物保管場所等設置届（様式第７号）を市長に提出しなければならない。

３　条例第31条第２項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。

　(１)　廃棄物を十分かつ適切に収納できるものであること。

　(２)　廃棄物の収集に際し、支障なく搬入、搬出等の作業ができるものであること。

　(３)　保管場所は、可燃ごみと不燃ごみが分別して置けるよう区分し、常に清潔を保持するための清掃等ができるようできるだけ水栓設備を設けること。

　(４)　保管場所の管理責任者を明記すること。

　(５)　保管場所には、一般廃棄物の種類その他注意事項を表示すること。

　　　以下省略
